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この１００年の三大震災

•関東大震災 (1923.9.1 12:58）M7.9

地震火災 全壊焼失 ４１８,０００棟※

（88%） 死 者 １０５,４００人

•阪神･淡路大震災（1995.1.17 5:45）M7.3

地 震 動 全壊焼失 １１２,０００棟

(94%)  死 者 ５,５００人

•東日本大震災（2011.3.11 14:46）M7.3

津 波 全壊焼失 １２２,０００棟

(97%) 死 者 １８,５００人
※ 東京府の全損被害(222千棟：327千戸)から、全損615千戸による推計棟数（焼失率88%）



関東大震災
(1923)

出火178点うち
初期消火83点
延焼拡大95点

東京全体で
21万9千棟焼失
2,700棟全壊
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右図➡
関東大震災での
東京の市街地大火
強風下での火災で
あったことが、煙の
たなびき方でわかる

左図
阪神・淡路大震災時の
朝焼けの中の神戸
市街地の市街地大火
（風が弱く、煙が垂直に
上がっている）
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関東大震災に学ぶ東京の３つの教訓

１）｢炎の津波｣による10万人の犠牲

・関東大震災以来、未発生の事態

＠12万棟の焼失と2500人の焼死？
２）デマによる社会混乱

・ラジオもない時代の情報の欠乏

がもたらした社会不安の暴走

＠情報の暴走がもたらす社会混乱

３）100年後も東京を支える帝都復興
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帝都復興都市計画事業の成果

復興事業の項目 事業の概要

都市計画 用途地域制度（住居・商業・工業）の導入

土地区画整理事業 約3600ｈａ（焼失区域3465ha）

道路整備事業
総延長253km（526ha：道路率14→26％）

幹線（幅22m～）52路線・延114km、

公園整備事業 55箇所・約42ha（面積＋16%、1.16㎡/人に）

河川運河整備事業 改修11・新設1・埋立1

復興橋梁事業 全424橋（運河河川がネットワーク）

学校不燃化事業 公立121校を不燃化（小公園と隣接配置）

同潤会住宅など、
耐震・不燃化の促進

不良住宅地区改良

・木造住宅（応急仮設2160戸・賃貸3493戸）

・RCｱﾊﾟｰﾄ（15団地2501戸）

・深川猿江裏町、荒川日暮里など
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復興した東京都心（併合祈念大東京写真帳1932）

日劇（丸いビル）、朝日新聞と数寄屋橋、左手が皇居前広場）
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内務大臣後藤新平と帝都復興事業

後藤の＜復興４方針＞

•遷都すべからず

•復興費用は３０億円を要す

•欧米の最新の都市計画を採
用して、我が国に相応しい新
都を造営せざるべからず

•新都市計画実施のために、
地主に対し断固たる態度をと
らざるべからず

1918年内務大臣後藤新平、内務省に都市計画課設置。1919年都市計画法立法。1920年
11月後藤新が東京市長に。 1921年｢東京市政刷新要綱(八億円計画)｣。1922年東京市政
調査会（会長:後藤新平)。1923年4月、東京市長辞任。9月2日内務大臣、復興方針立案。 9



阪神･淡路大震災で始まった
東京の事前復興

•教訓(7) 復旧･復興計画
策定への教訓 （P.374）

•復旧・復興計画を策定す
る段階を想定した検討も、
事前に行っておくべき

•応急対応の事前準備、
迅速な復旧・復興のため
の調査研究を、一層進め
るべきである。



震災直後に検討開始した「都市復興
マニュアル」が事前復興の事始め

•被災した場合の計画
的な復興の進め方に
ついて、日ごろから研
究・準備しておくことの
重要性を教訓として
•都市復興に有効と考え
られる新たな仕組み・
制度についても提案し
ており、引き続き検討
と整理が必要



東京で始まった「事前復興」の取り組み
～首都だから迅速な震災復興に事前準備が重要～

•阪神･淡路大震災を５倍ほども上回る首都直下地震の被害
に対して、防災都市づくりを推進してきたが、

•被害の軽減は容易ではなく、「首都東京の復興の遅れ」は、
国内のみならず、外国までさまざまに波及し、経済的な間
接被害を拡大させるだろう。

•発災直後から始まる「都市復興の取り組みには、事前の準
備が不可欠」が、阪神大震災の教訓。

•首都東京を、阪神大震災と同じ復興タイムテーブルで復興
するために、「都市復興マニュアル（1997）」を策定。

• 「東京都震災対策条例(2001)」に、事前復興対策を位置づ
けて、今日に至っている。
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切迫するこれから大震災

①都心南部直下地震（内閣府2013）

(焼失６７%)全 損 ４１０,０００棟

死 者 ２３,０００人

②都心南部直下地震（東京都2022）

(焼失６１%) 全 損 １９０,０００棟

死 者 ６,０００人

③南海トラフ巨大大地震(2013)

(全壊６２%) 全 損 ２,３８０,０００棟

死 者 ３２０,０００人
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全壊 82,200棟

焼失118,700棟

都心南部
直下地震



２８,３００ｈａ

８,５００ｈａ

帝都復興期に郊外
に拡散していった
木造密集市街地は

早急に整備すべき
脆弱な木造密集市街地
は減ったのだが・・・・

基盤整備をともなわ
ない建物の安全化は、
災害時に、復興まち
づくりで基盤整備が
不可欠な密集地域は、
減っていない！

1995

2019
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首都直下地震に備える東京の事前復興対策
～東京の五段階の事前復興対策の取り組み～

（１）どのような復興を目指すのか

復興デザイン・ビジョン論：復興目標像づくり

• 「震災復興グランドデザイン（復興計画論）」

（２）どのように復興を計画するのか

計画・事業ガイドライン論：復興計画・政策づくり

• 「震災復興マニュアル（復興施策編）」

（３）どのように復興を進めるか

復興プロセス・運営論：復興プロセス管理

• 「震災復興マニュアル（復興プロセス編）」

（４）どのように継続するか

復興まちづくり訓練論：復興訓練からの新しい防災の発想

• 「都市復興訓練」・「復興まちづくり訓練」・「事前復興計画論」

災害復興まちづくり訓練と復興まちづくりの事前実施

（５）どのように事前に実践するか

事前復興まちづくり実践論：復興まちづくりの事前実践論

• 「地籍調査・復興まちづくり方針（都市マス・地区計画に書込み）･･･」
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＜論点1＞

関東大震災からの帝都復興と

事前復興
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＜論点２＞

阪神･淡路大震災で始まり

東日本大震災で展開した

「事前復興」の必要性と可能性
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＜論点３＞

被災者と地域レベルで進める

区市の「事前復興まちづくり」

の可能性
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＜論点４＞

未来を見据えた

これからの「事前復興」への

期待と課題


